




3議事は、出席した委員の過半数の賛成をもって決する。

4 第5条第1項第1号の審議の当事者とな る委員は、 その議決に加わることはできない。

（委員以外の出席）

第 10条 委員長が必要と認めたときは、委員以外の 者 の出席を求め、 その意見を聴くことができ

る。

（教職員等の責務）

第11条教職員等は、 第2条第1項第3号に規定する利益相反に該当する場合は、 第18条に規定

する利益相反アドバイザー に相談する 等、利益相反の回避に自ら努めるものとする。

2教職員等は、 第4条に規定する委員会の 定めるところにより 、利益相反に関する自己申告を行

うものとする。

3 前項に規定するもの のほか、第8条に規定する委員長が特に必要と認めるときは、教職員等に

利益相反に関する申告を行わせ ることができるものとする。

4教職員等は、 第4条に規定する委員会が行 う調査等に協力するものとする。

（各部局における 対応）

第12条部局の 長は、当該部局の教職員等に対し、第2条第1項第3号に規定する利益相反に該当

する状況を 生じさせないよう に指導するものとする。

（利益相反マネジメントの た めの調査及び審査）

第13条 第5条第1項第1号の調査及び審査は、教職員等からの自己申告書等（ 以下「申告書」と

いう。）の提出により実施する。

2 前項の調査及び審査の具体的な実施方法及び申告書の様式については、委員会が別に定める。 

3委員会は、 第1項の調査及び審査に基づき、利益相反状況について、 改善が必要 である か否か

を判定する。

（調査結果に基づく 報告等）

第14条委員会は、第5条第1項第1号の調査及び審査の結果、第2条第1項第3号に規定する利

益相反に該当する状況の疑義が生じることが懸念される場合は、 必要 に応じて当該教職員等に

対し事情聴取等を行い、 改善を要 すると認めたときは、 理事長に報告するものとする。

2委員会は、 第5条第1項第1号の調査及び審査の結果、 第2条第1項第3号に規定する利益相

反に該当する状況の疑義が生じた場合は、 更に必要な調査を行い、 問題の有無及び 必要 な処置

について理事長に報告するものとする。

3 理事長は、 第1項又は前項の 報告に基づき、 必要な処置を 決定し、当該教職員等及び部局の 長

に通知するものとする。

4委員会は、 前項の 通知を受けた教職員等に対して、 改善状況についての 報告を求めることがで

きる。








